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〔別紙様式２－１〕 

山村振興計画書 

都 道 府 県 名 市 町 村 名 作 成 年 度 

○ ○ 県 ○ ○ 市 令 和 ○ ○ 年 度 

振 興 山 村 名 ○○村（旧○○町） ○○村（旧○○町）

指 定 番 号 昭和○○年（第○○○号） 昭和○○年（第○○○号） 

山村振興計画 記載例 

【本資料の位置づけ】

・本資料は、改正山村振興法に基づく山村振興計画を作成する際の参考として、その構

成及び記載内容のイメージを示したもので、山村振興計画の記載方法や内容を拘束する

ものではありません。実際の作成にあたっては、地域の実情や山村振興に向けた取組方

針等を踏まえて内容を記載していただく必要があります。

・本資料の内容につきましては、今後、必要に応じて修正等することがあります。

・下線を付した部分は、平成 27 年の法改正における主な改正内容を踏まえた記述です。 

・青字で記載した部分は、山村振興基本方針及び山村振興計画の作成及び実施について

（平成 27 年６月５日通知）に記載されている内容です。

資料２
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年齢階層別人口の動向 

（単位：人、％） 

年度 
振興山村 

総数 0～14 15～29 30～44 45～64 65 以上 

 

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

 

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

                   

年度 
市全体 

総数 0～14 15～29 30～44 45～64 65 以上 

 

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

 

(100%) (%) (%) (%) (%) (%)

出典：  

 

 

（２）産業構造の動向 

本市の産業は、○○年度の生産額ベースで、第一次産業○○％、第二次産業○○％、第三次

産業○○％となっている。○○県全体と比較して第一次産業の割合が高いのが特徴であり、特

に農業において、米、そば、ぶどう、梨、しいたけ等が多く生産されている。また、第二次産

業では本市南部を中心に繊維産業が盛んであり、第三次産業では、本市北部の山間部を中心と

した観光業が盛んである。 

本地域の産業は、○○年度の生産額ベースで、第一次産業○○％、第二次産業○○％、第三

次産業○○％となっている。本市全体と比較して第一次産業の割合が高いのが特徴であり、特

に茶、野菜、果樹、乳牛、肉用牛、しいたけ等の生産が盛んである。 
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産業別生産額の動向 

（単位：百万円、％） 

年度 
振興山村 市全体 

全体 1 次産業 2 次産業 3 次産業 全体 1 次産業 2 次産業 3 次産業 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

出典：  

 

 

本市における産業別就業人口は、○○年度時点で、第一次産業○○％、第二次産業○○％、

第三次産業○○％となっている。○○県全体と比較して第一次産業の割合が高いのが特徴であ

り、本市においては、雇用の確保の観点からも第一次産業が重要な位置づけにある。 

本地域における産業別就業人口は、○○年度時点で、第一次産業○○％、第二次産業○○％、

第三次産業○○％となっている。本市全体と比較して第一次産業、特に農林業の割合が高いの

が特徴であり、農林業が本地域の基幹産業となっている。 

 

産業別就業人口の動向 

（単位：千人、％） 

年度 
振興山村 市全体 

全体 1 次産業 2 次産業 3 次産業 全体 1 次産業 2 次産業 3 次産業 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 
 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(100%) 

 

(%) 

 

(%) 

 

(%) 

出典：  
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（３）土地利用の状況 

 本地域の面積の○○％は、森林であり、そのうちスギやヒノキなどの人口林が○○％を占め

ている。一方、耕地は約○％であり、そのほとんどは小区画の水田となっている。 

 

土地利用の状況 

（単位：ha） 

年度 

振興山村 

総土地 耕地面積 林野面積  

面積  田 畑 樹園地 その他  森林 

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 

年度 

市全体 

総土地 耕地面積 林野面積  

面積  田 畑 樹園地 その他  森林 

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

 
(100%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

出典：  

 

 

（４）財政の状況 

 地域産業の不振に加えて、生産年齢人口の減少により税収が低迷する一方、高齢者人口の増

加により医療・介護サービス等に対する財政支出が増加しており、財政状況は厳しいものとな

っている。 

 

 

















〔別紙様式２－５〕 

山村振興計画の一部変更計画 

都道府県名 市 町 村 名
作 成 年 度  

（変 更 年 度） 

○○県 ○○町
平成○○年度 

（令和○○年度） 

振興山村名 ○○村、○○村

指 定 番 号 昭和○○年（第○○号） 

Ⅰ．山村振興計画の変更理由 

昭和 40 年の山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）制定以来、農業生産基盤及び生活環境等の

整備が進み、農林業の近代化と生産性の向上と市中心部との生活条件の格差の縮小に貢献するとと

もに、地域の活性化が図られた。しかし、山村の現状はまだまだ厳しく、また、少子化・高齢化の

進行による人口減少、地域の担い手不足などの問題が深刻化しており、山村が有する多面にわたる

機能の低下が懸念されている。  

 このような山村の状況を踏まえ、平成 27 年 4 月 1 日に山村振興法の一部を改正する法律が施

行され、法期限が 10 年間延長されたことから、○○町では引き続き山村での農用地の保全や森林

が持つ多面的機能の維持のための基盤整備、地域が保有する資源や潜在力を活かした産業及び観光

産業の振興、住民の社会・生活環境整備、高齢者福祉等の振興事業を実施する。  

そこでこの度の法改正を受け、山村振興計画を全面的に見直し、振興山村対策の推進を図るため、

山村振興計画の変更を行うものである。 

Ⅱ．山村振興計画の変更 

１．第８条第２項に掲げる事項に係る変更 

事項 変更後 変更前 

２．第８条第３項に規定する産業振興施策促進事項に係る変更 

事項 変更後 変更前 

産業振興施策

促進区域 
○○町全域 － 

産業振興施策

促進期間 

令和元年５月１日から 

令和６年３月３１日まで 
－ 

産業振興施策

促進区域にお

いて振興すべ

き業種 

農業、畜産業、林業、水産業、 

商工業、観光業、製造業、その他 
－ 

※山村振興計画を変更する場合（促進事項の追加を含む）
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〔別紙様式３－１〕 
参 考 資 料 

都道府県名       市 町 村 名       作 成 年 度      

振興山村名 

指 定 番 号      

 参考資料は、山村振興計画の協議に当たり参考に供するものであり、振興山村市町村におい

て、計画を達成するため必要と考える事業（振興事業）の概要を内容とする。 

Ⅰ．振興事業の概算事業量及び概算事業費 

施策区分 事業名 
(施設名) 

事業主体名 概算事業

量 

概算事業費 備  考 

１．交通施
策 ・・・・
・ 
  小計 

    千円  

合 計 

（記載上の留意事項）

  １．「施策区分」欄は、計画書Ⅳの留意事項２による。 

    ２．事業名に、記載事業に従って通し番号をつける。

  ３．「交通施策」又は「産業基盤施策」で、基幹的な市町村道又は基幹的な農道、林

道及び漁港関連道の整備が行われる場合は、事業名欄の該当する事業に「基幹的な

町道（農道、林道等）○○線」と記載するとともに、備考欄に「山村代行」と記載

する。

  ４．振興山村の区域外の区域で実施される事業については、事業名欄に「広域的な  

○○事業」と記載する。

  ５．「事業主体名」欄は、都道府県、市町村、団体（農業協同組合、森林組合、第  

３セクター等）を記載する。

  ６．実施中の事業については、備考欄に「実施中」と記載する。

  ７．森林、農用地等の保全施策については、関係する他施策の備考欄に「保全」と  

記載することとし、それらについては、森林、農用地等の保全施策欄に合計値を  

再掲する。 

Ⅱ．振興事業説明図 
  Ａ４版に収まる程度の略図を作成し、事業名欄の通し番号を記載することによ 

 り、振興事業の実施個所を明らかにする。 

※山村振興計画を新規で策定する場合
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Ⅲ．前回の計画の実績と今回の計画との関連 

(A） 
施策区
分 

前回の計画 今回の計画 （D）構成比

備  考 (B) 
計画 
額 

実績

額 

(C) 
計画

額 

(C)/(B) 前 回 今 回 

千円 千円 千円      ％     ％     ％ 

合 計 

（記載上の留意事項）

（Ａ）欄の区分はⅠによる。
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事業名 備考

1 ○○町３号線外道路改
良舗装事業

2 本町消防前道路改良舗
装事業

3 ○○町１号線道路改良
舗装事業

4 ○○地区道路改良事業

5 橋梁長寿命化修繕等事
業

6 建設機械購入事業

7 地上デジタル放送辺地
共聴施設設置事業

8 防災行政無線システム
更新整備事業

9 防災行政無線システム
保守点検業務委託事業

10 ○○岳火山監視観測シ
ステム端末表示装置保守
点検業務委託事業

11 消防・救急無線整備事
業

12 ○○港港湾改修事業

13 ○○港公有水面埋立事業

14 町道舗装補修事業

15 県営基幹農道整備事業
（○○２期地区）

16 県営中山間地域総合整
備事業（○○地区）

17 道営一般農道整備事業
（○○岳中央２期地区）

18 基幹農道整備事業（○
○中央地区）

19 中山間地域等直接支払
交付金事業

保全
(10)

20 森林整備事業
保全
(10)

21 分収造林地整備事業
保全
(10)

22 森林管理道○○線開設
事業

23 ２１世紀○○の森づくり
推進事業

保全
(10)

24 広域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

25 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

小　計

2　情報通信施策

小　計

864,000 １　交通施策
1 ○○町３号線外道路改良
舗装事業

L=880m
W=8.0m+2.5m片

864,000

1,600,070 小　計 1,600,070

保守点検等一式 3,000
10 ○○岳火山監視観測シ
ステム端末表示装置保守点
検業務委託事業

保守点検等一式 3,000

デジタル化 520,870 11 消防・救急無線整備事業 デジタル化 520,870

デジタル化 996,200
8 防災行政無線システム更
新整備事業

デジタル化 996,200

保守点検等一式 43,000
9 防災行政無線システム保
守点検業務委託事業

保守点検等一式 43,000

2,341,300 小　計 2,341,300

無線共聴施設1箇所 37,000 2　情報通信施策
7 地上デジタル放送辺地共
聴施設設置事業

無線共聴施設1箇所 37,000

47箇所 245,000 5 橋梁長寿命化修繕等事業 47箇所 245,000

除雪車両　4台 49,500 6 建設機械購入事業 除雪車両　4台 49,500

5,300

L=730m
W=8.0m+2.5m

1,165,000
3 ○○町１号線道路改良舗
装事業

L=730m
W=8.0m+2.5m

1,165,000

橋梁1箇所 12,500 4 ○○地区道路改良事業 橋梁1箇所 12,500

220,000220,000
25 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

造林100ha 50,000

3,600,000
24 広域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

3,600,000

造林100ha 50,000
保全
(10)

23 ２１世紀○○の森づくり
推進事業

保育150ha 150,000

L=1,560m
W=4.0m

120,000
22 森林管理道栗ヶ丘線開
設事業

L=1,560m
W=4.0m

120,000

保育150ha 150,000
保全
(10)

21 分収造林地整備事業

協定農用地面積　493,957㎡ 7,113

造林100ha
保育350ha

900,000
保全
(10)

20 森林整備事業
造林100ha
保育350ha

900,000

協定農用地面積　493,957㎡ 7,113
保全
(10)

19 中山間地域等直接支払
交付金事業

L=465m
W=4.0(6.0)m

210,000

L=1,800m
W=4.0(6.0)m

300,000
18 基幹農道整備事業（尾白
内中央地区）

L=1,800m
W=4.0(6.0)m

300,000

L=465m
W=4.0(6.0)m

210,000
17 道営一般農道整備事業
（駒ヶ岳中央２期地区）

L=2,958m
W=4.0(6.0)m

226,000

農道L=463m
     W=4.0(6.0)m

農業用用排水施設
     L=1,082m

活性化施設
　　　A=354㎡

270,000
16 県営中山間地域総合整
備事業（○○地区）

農道L=463m
     W=4.0(6.0)m

農業用用排水施設
     L=1,082m

活性化施設
　　　A=354㎡

270,000

L=2,958m
W=4.0(6.0)m

226,000
15 県営基幹農道整備事業
（○○２期地区）

○○地区　町施行分の公
有水面埋立

60,000

町内一円の舗装補修工事 24,000 14 町道舗装補修事業 町内一円の舗装補修工事 24,000

○○地区　町施行分の公
有水面埋立

60,000 13 ○○港公有水面埋立事業

３　産業基盤施策
港湾○○港の改修事業
（○○地区）（○○地区）

3,710,000 ３　産業基盤施策 12 ○○港港湾改修事業
港湾○○港の改修事業
（○○地区）（○○地区）

3,710,000

１　交通施策
L=880m
W=8.0m+2.5m片

L=34m
W=5.0m

5,300
2 本町消防前道路改良舗装
事業

L=34m
W=5.0m

施設
区分

事業名 概算事業量
概算

事業費
（千円）

施設
区分

変　　更　　後 変　　更　　前

概算事業量
概算

事業費
（千円）

備考

Ⅰ．計画変更に係る事業の概算事業量等

○○県 ○○町
平成２１年度

（令和元年度）

○○町
　第○○○号

振 興 山 村 名
指 定 番 号

　〔別紙様式３－２〕

参 考 資 料

都道府県名 市町村名
作成年度

（変更年度）

※山村振興計画を変更する場合で別紙様式３－１に変更がある場合
　なお、変更がない場合は、直近の山村振興計画策定時の別紙様式３－１を添付
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事業名 備考

26 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

27 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

28 地域水産物供給基盤事
業（○○漁場）

29 製氷・貯氷施設整備事
業

30 農作物の振興

31 農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金事業

32 ○○小学校屋体屋根改
修工事

33 ○○小学校屋根改修工
事

34 ○○小学校トイレ改修
工事

35 幼稚園教育推進事業

36 各小学校プール改修工
事（シート取替）

37 各小学校プール改修工
事（本体塗装）

38 教育設備・機器等整備
小中学校コンピュータ等整
備

39 スクールバス購入事業

40 ○○中・○○中耐震改
修工事

41 町民体育館アリーナ床
張替工事

42 ○○公民館改修工事

43 墓地環境整備事業

44 ○○公園・○○公園内
のトイレ新設工事

45 公営住宅改修事業

46 公営住宅整備事業

47 公営住宅等関連事業促
進事業

48 公共下水道事業

49 ○○浄水場幹線配水管
洗浄更生工事

50 特別養護老人ホーム施
設等改修工事

51 消防施設整備事業

52 消防施設整備事業

53 消防施設整備事業

54 消防施設整備事業

55 消防施設整備事業

　〔別紙様式３－２〕

変　　更　　後 変　　更　　前

施設
区分

概算事業量
概算

事業費
（千円）

備考
施設
区分

事業名 概算事業量
概算

事業費
（千円）

消防ポンプ自動車　4台 107,193消防ポンプ自動車　4台 107,193 54 消防施設整備事業

高規格救急自動車　2台 63,524

救急自動車　1台 13,828 53 消防施設整備事業 救急自動車　1台 13,828

高規格救急自動車　2台 63,524 52 消防施設整備事業

消火栓設置　9基 20,000

防火水槽　9基 80,500 51 消防施設整備事業 防火水槽　9基 80,500

消火栓設置　9基 20,000 50 消防施設整備事業

水道維持管理・通常保全
の修繕費

20,450

地下タンク貯蔵所、調理室
玄関フード、ロビートップラ
イトブラインド等

4,595
49 特別養護老人ホーム施
設等改修工事

地下タンク貯蔵所、調理室
玄関フード、ロビートップラ
イトブラインド等

4,595

水道維持管理・通常保全
の修繕費

20,450
48 ○○浄水場幹線配水管
洗浄更生工事

住宅マスタープラン公営住
宅ストック総合活用計画・
長寿命化計画作成

12,000

汚水管渠等 4,148,600 47 公共下水道事業 汚水管渠等 4,148,600

住宅マスタープラン公営住
宅ストック総合活用計画・
長寿命化計画作成

12,000
46 公営住宅等関連事業促
進事業

屋根、外壁、物置、建具、
バルコニー手すり等改修

84,350

3箇所　118戸 793,000 45 公営住宅整備事業 3箇所　118戸 793,000

屋根、外壁、物置、建具、
バルコニー手すり等改修

84,350 44　公営住宅改修事業

臨時灯設置、除草及び清掃 34,930

2箇所　各10㎡ 16,000
43 ○○公園・○○公園内の
トイレ新設工事

2箇所　各10㎡ 16,000

６ 社会、生活環
境施策

臨時灯設置、除草及び清掃 34,930
６ 社会、生活環
境施策

42 墓地環境整備事業

115,775

小　計 459,898 小　計 459,898

115,775 41 ○○公民館改修工事

2校 110,000
39 ○○中・○○中耐震改修
工事

2校 110,000

1,400㎡ 20,273
40 町民体育館アリーナ床張
替工事

1,400㎡ 20,273

37 教育設備・機器等整備
小中学校コンピュータ等整
備

199台 62,220

7台 119,000

199台 62,220

38 スクールバス購入事業 7台 119,000

3箇所　1,195㎡ 16,500
36 各小学校プール改修工
事（本体塗装）

3箇所　1,195㎡ 16,500

3,000簡易水洗化等
33 ○○小学校トイレ改修工
事

3,000

障害児の受入れに伴う施設 1,500

2箇所　1,535㎡ 9,430
35 各小学校プール改修工
事（シート取替）

2箇所　1,535㎡ 9,430

障害児の受入れに伴う施設 1,500 34 幼稚園教育推進事業

200㎡ 1,000200㎡ 1,000
32 ○○小学校屋根改修工
事

簡易水洗化等

515,919

５ 文教施策 250㎡ 1,200 ５ 文教施策
31 ○○小学校屋体屋根改
修工事

250㎡ 1,200

小　計 515,919 小　計

2,250

農林水産物集出荷貯蔵施
設（馬鈴薯共選施設、貯蔵
庫、風乾倉庫、コンテナ、
ハイマストフォークリフト）

513,669
30 農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金事業

農林水産物集出荷貯蔵施
設（馬鈴薯共選施設、貯蔵
庫、風乾倉庫、コンテナ、
ハイマストフォークリフト）

513,669

４ 経営近代化施策 2,250 ４ 経営近代化施策 29 農作物の振興

小　計 10,495,113 小　計 10,280,113

215,000
事業
追加

40,000

14,000㎥ 248,000
28 地域水産物供給基盤事
業（○○漁場）

14,000㎥ 248,000

40,000
27 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

３　産業基盤施策 145,000 ３　産業基盤施策
26 地域水産物供給基盤整
備事業（○○漁港）

145,000
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事業名 備考

56 消防施設整備事業

57 消防施設整備事業

58 消防施設整備事業

59 消防施設整備事業

60 消防施設整備事業

61 治山事業
保全
(10)

62 治山事業
保全
(10)

63 道の駅物産交流スペー
ス整備事業

64 国際交流のつどい事業

65 ○○町○○フラワー
ロード形成事業

66 境界看板設置

67 公園内遊具の点検・整
備

小計（再掲）

68 担い手育成対策事業

69 有害鳥獣駆除事業

概算事業量
概算

事業費
（千円）

備考
施設
区分

事業名 概算事業量
概算

事業費
（千円）

16,300
64 ○○町○○フラワーロー
ド形成事業

16,300

3,350,000小　計 3,350,000 小　計

山地治山
谷止工、床固工外

町境界に大型看板の設置
3基

17,325 65 境界看板設置
町境界に大型看板の設置
3基

17,325

交流スペース　81.2㎡ 4,389

在日留学生受入れ交流 1,500 63 国際交流のつどい事業 在日留学生受入れ交流 1,500

９ 交流施策 交流スペース　81.2㎡ 4,389 ９ 交流施策
62 道の駅物産交流スペー
ス整備事業

　〔別紙様式３－２〕

変　　更　　後 変　　更　　前

施設
区分

別紙のとおり

Ⅲ．前回の計画の実績と今回の計画との関連

別紙のとおり

Ⅱ．振興事業説明図

20,000

計 24,457,213 計 24,242,213

小　計 20,000 小　計

8,800

１２ 鳥獣被害防
止施策

イノシシ、シカ駆除、電気
柵設置及び情報収集・周
知

20,000
１２ 鳥獣被害防
止施策

68 有害鳥獣駆除事業
イノシシ、シカ駆除、電気
柵設置及び情報収集・周
知

20,000

小　計 8,800 小　計

4,457,113

１１ 担い手施策
新規就農・後継者・集落営
農の育成支援等

8,800 １１ 担い手施策 67 担い手育成対策事業
新規就農・後継者・集落営
農の育成支援等

8,800

１０ 森林、農用
地等の保全施策
（再掲）

4,457,113
１０ 森林、農用地
等の保全施策
（再掲）

小計（再掲）

44,642小　計 44,642 小　計

各公園内ブランコ等遊具
の点検・整備

5,128 66 公園内遊具の点検・整備
各公園内ブランコ等遊具
の点検・整備

5,128

3,050,000

保安林整備
改植・保育外

300,000
保全
(10)

61 治山事業
保安林整備
改植・保育外

300,000

８ 国土保全施策
山地治山
谷止工、床固工外

3,050,000
保全
(10)

８ 国土保全施策 60 治山事業

小型動力ポンプ　1台 1,705

小　計 5,621,471 小　計 5,621,471

小型動力ポンプ　1台 1,705 59 消防施設整備事業

屈折はしご付消防ポンプ
自動車　15m級　1台

73,500

小型動力ポンプ付水槽車
Ⅱ型（10t）　1台

43,679 58 消防施設整備事業
小型動力ポンプ付水槽車
Ⅱ型（10t）　1台

43,679

屈折はしご付消防ポンプ
自動車　15m級　1台

73,500 57 消防施設整備事業

小型動力ポンプ付積載車
1台

15,600 56 消防施設整備事業
小型動力ポンプ付積載車
1台

15,600

６ 社会、生活環
境施策

救助工作車　1台 88,017
６ 社会、生活環
境施策

55 消防施設整備事業 救助工作車　1台 88,017
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平成２１年度山村振興計画位置図

〔令和元年度一部変更〕

(Ⅱ. 振興事業説明図)
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Ⅲ.前回の計画の実績と今回の計画との関連

(B) (C)

計画額 実績額 計画額
千円 千円 千円 ％ ％ ％

1 交通施策 2,341,300 0 2,341,300 100.0 9.7 9.6 

2 情報通信施策 1,600,070 3,857 1,600,070 100.0 6.6 6.5 

3 産業基盤施策 10,280,113 2,794,236 10,495,113 102.1 42.4 42.9 
製氷・貯氷施設の追加
（215,000千円）

4 経営近代化施策 515,919 513,669 515,919 100.0 2.1 2.1 

5 文教施策 459,898 35,938 459,898 100.0 1.9 1.9 

6 社会、生活環境施策 5,621,471 639,847 5,621,471 100.0 23.2 23.0 

7 集落整備施策 0 0 0 － 0.0 0.0 

8 国土保全施策 3,350,000 555,888 3,350,000 100.0 13.8 13.7 

9 交流施策 44,642 97,524 44,642 100.0 0.2 0.2 

10
森林、農用地等の保
全施策（再掲）

4,457,113)(  646,329)(  4,457,113)(  100.0 18.4)(  18.2)(  

11 担い手施策 8,800 80 8,800 100.0 0.0 0.0 

12 鳥獣被害防止施策 20,000 3,479 20,000 100.0 0.1 0.1 

13 その他施策 0 0 0 － 0.0 0.0 

24,242,213 4,644,518 24,457,213 100.9 100.0 100.0 

備考
(C)/(B) 前回 今回

合計

(A)
施策区分

前回の計画 今回の計画 (D)構成比
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